
1. 農地の地域自主管理における総合的機能評価GIS の活用

木下 貴裕・重岡 徹・栗田 英治

山下 裕作・山本 徳司

近年，農地・農業用施設保全や農業生産維持，農村振興など

に関する施策推進において，GIS の利用が進む中，地域の自主

的資源保全・管理・活用といった住民自らがGIS の利用を求

められる場合，とりわけその利用の継続性が最も重要となる。

そのため，利用されるGIS には，情報のセキュリティを確保し

ながら，関係する住民が情報を共有できること，地域特性への

フレキシブルな対応，専門家でなくとも簡単に利用できる操作

性や視認性の高さが求められる。そこで本報では，事例地区を

対象として，農地の地域自主管理を支援するため，上記課題に

対応する総合的機能評価GIS を活用し，住民ワークショップを

通じ，農地・農業用施設情報管理システムの構築と住民の地域

自主管理および地域生産管理に対する意識醸成に取り組んだ事

例を報告する。

（水土の知81-3，pp.3〜7，2013）

地域自主管理，地域振興，総合的機能評価GIS，住民ワー

クショップ，共有性

2. 豪雪山村・栄村の震災復興計画策定とそのための

技術支援

木村 和弘・内川 義行

2011 年 3 月 12 日の長野県北部地震で，栄村では大きな被害

が生じた。筆者らは，地震直後から行政や住民に農地被害の情

報提供を行い，住民と調査を行って被害の実態を示してきた。

これは災害復旧事業にも反映された。また，災害復旧事業など

の進捗状況把握のために，全村水田6,500 区画の土地利用調査

なども行ってきた。復興計画の策定では，集落単位の建物被害

や農地の被害状況，事業の導入状況などが図面化され利用され

た。これによって被害の多様性や複合性が認識された。この認

識なしには総合的な復興計画は策定できない。図面化の必要性

が認識されても，現場の職員の手で作成することはなかなか困

難で，これらの技術を有する研究者や技術者の支援が必要であ

る。

（水土の知81-3，pp.9〜12，2013）

長野県北部地震，栄村，豪雪，中山間地域，復興計画，被

害の図面化

3. 大規模災害被災地の簡易かつ迅速な概況把握のための

GIS の活用

橋本 禅・有田 博之・保高 徹生

災害復旧や復興を戦略的に進めるには，被災地域の全容の把

握が不可欠である。東日本大震災や福島第一原子力発電所事故

のような大規模災害の場合，被災地域が広域にわたるため，実

態把握には長時間を要するほか，がれきの散乱や構造物，放射

性物質の飛散により被災地への到達が遅れ，実態把握の遅延が

生じる可能性が高い。このような場合，現地踏査を通じた被災

の詳細な実態把握と並行して，地理情報を活用した被災地の概

況把握が有効である。本報では，岩手県，宮城県，福島県を対

象とし地理情報システム（GIS）を用いた被災地の分析例から，

大規模災害時に被災地の特性や状況を簡易かつ迅速に把握する

上でのGIS の有効性と課題を検討した。

（水土の知81-3，pp.13〜16，2013）

東日本大震災，福島第一原子力発電所事故，除染，被災

地，大規模災害，地理情報システム（GIS）

4. 東日本大震災の災害査定における

水土里情報システムの活用

千田 宏・佐々木清美・井上 順史

東北地方太平洋沖地震の大津波により宮城県内では 14,300

haの農地および農業用施設が甚大な被害を受け，平成23 年 4

月13 日時点での災害予定件数は142,500件であった。このよ

うな状況下，短期間で災害査定を進めることは困難であると想

定されたが，農林水産省が災害査定を簡略化するために水土里

情報システムを活用する方針を出したことにより，年内までに

災害査定を完了することができた。またこのシステムは，査定

以外にもさまざまな支援に使われ，災害対応に非常に有効なシ

ステムであることが証明された。本報では，東日本大震災にお

いて水土里情報システムを活用した災害査定の事例を紹介す

る。

（水土の知81-3，pp.17〜20，2013）

東日本大震災，水土里情報，GIS，災害査定，簡素化，津

波被災区域

一昨年発生した3.11東日本大震災は，東北地方を中心に多大な被害を及ぼしました。この震災を契機に，ツイッターやフェイス

ブックなど IT活用が活発化して新たな段階に入ったようにも思われます。このような中で，GIS は被災状況の把握や分析に対して

威力を発揮し，「見える化技術」として各方面で活用されてきています。

農業農村整備分野では，水土里情報利活用促進事業として農地や水利施設のデータベースが構築されてきましたが，今後これらの

データベースをどのように利活用していくかが課題となっています。また，被災地の復興も含め，農山漁村地域の再生や振興，特に

農地保全が重要な課題であります。

本特集では，農業農村地域の再生に向けた“農地保全”“施設管理”や“地域振興”に対するGIS の活用事例，課題と展望について

の報文を紹介します。

特集の趣旨

小特集 農山漁村地域の再生に向けたGIS 活用の事例，課題と展望

農業農村工学会誌第 81巻第 3号 報文・技術リポート内容紹介



5. 景観モデルを用いた新たな圃場整備計画手法に関する

考察

田村 孝浩・加藤 怜・守山 拓弥

圃場整備に期待される役割の1つに維持管理労力の軽減があ

る。しかし区画の拡大や水路網の合理化に伴い，従前には見ら

れなかった長大な法面が出現することがある。そこで本報で

は，維持管理労力の軽減と事故防止を図る圃場整備手法を体系

化するための基礎として，圃場整備前後における維持管理面積

をGIS によって定量化するとともに，区画や法面形状の変化を

再現する3次元景観モデルを作成し，設計支援ツールとしての

適用可能性について考察した。その結果，対象地区では圃場整

備によって圃場内作業が効率化されるとともに，畦畔面積が減

少したことを確認した。なお作成したモデルは実況を的確に再

現する一方，モデル作成の即応性や積算値の信頼性に課題があ

ることを指摘した。

（水土の知81-3，pp.21〜24，2013）

圃場整備，法面，維持管理，GIS，景観モデル

6. 内発的農地保全の支援プロセスにおける

GIS 活用の可能性

中島 正裕・林 聖麗・髙山 弓美

地域住民による主体的な農地保全を支援するツールとして

GIS への期待が高まっている。本報では 2009 年から筆者らが

携わってきた内発的農地保全（対象農地18 ha）の実践支援過

程におけるGIS 活用方法を紹介し，その有効性を論じた。対象

地は，長野県富士見町御射山神戸地区である。2009〜2011 年

度は，一筆ごとの農地利用の変容の解明，および栽培品目別の

獣害対策と被害状況の関係解明などでGIS を活用した。他人

の営農状況や農地全体の状況を経年的に認識できたことで，住

民間には個人の農地だけでなく地区全体の将来を考えるという

俯瞰的意識が芽生えてきた。今後，より適正な農地保全のあり

方を検討する際には異分野連携による多様なデータ統合が必要

となるが，その際のプラットフォームとしてもGIS の役割は大

きいといえる。

（水土の知81-3，pp.25〜28，2013）

中山間地域，農地保全，耕作放棄地，GIS，学際研究

（報文）

農村地域における生物生息状況予測評価システムの開発

澤田 真之・西島太加志・仲條 竜太・廣永 茂雄

平成22 年 10 月には愛知県名古屋市において「生物多様性条

約第 10回締約国会議」（COP10）が開催され，生物多様性の保

全に関する今後の世界目標となる「戦略計画2011-2020（愛知

目標）」などが決定されており，このような国内外の情勢の変化

を踏まえ，平成24年2月に「農林水産省生物多様性戦略」が改

定されている。農村振興局では，農業農村整備事業の環境配慮

に当たり，生態系配慮の一層の効率的・効果的な取組みを推進

するため，事業対象地域全体の生物の潜在的な生息可能性（生

息ポテンシャル）を的確に把握・予測する定量的評価システム

の開発を行ったので，その概要について報告する。

（水土の知81-3，pp.29〜32，2013）

生物多様性，生態系，生息可能性，生息ポテンシャルマッ

プ，環境配慮

（報文）

ベトナムにおけるCDM事業の国連登録と今後の展望・課題

泉 太郎・松原 英治・飯泉 佳子

国際農林水産業研究センター，ベトナム国カントー大学およ

びカントー市がプロジェクト参加者となり形成したクリーン開

発メカニズム（CDM）事業「カントー市における農村開発に資

する農家用バイオガス事業」が，国連 CDM理事会に登録され

た。本事業は，カントー市内の961戸の農家に，バイオガス・

ダイジェスターと呼ばれる豚の排せつ物を嫌気的に発酵させ，

バイオガスを発生させる装置を導入することにより，温室効果

ガスの排出削減を図るもので，わが国が形成した初のバイオガ

ス利用による低所得農家向けの CDM事業である。本報では，

国連 CDM理事会への登録に至るまでの取組み，今後の展望お

よび課題を中心に報告する。

（水土の知81-3，pp.33〜36，2013）

CDM，農村開発，バイオガス，ベトナム，資源循環，環

境改善

（技術リポート：北海道支部）

草地整備時における苦土なし肥料の実用化に向けた検討

川岸 淳司

北海道宗谷管内は，広い範囲の土壌においておおむね苦土

（マグネシウム，MgO）施肥が不要な状況であることから，平

成 24年度より新たな苦土なしの配合肥料が製造・販売され，

草地整備での利用が可能になった。一方，ほかの苦土分が不足

している場合においては，目標とする反（10a）当たりの必要苦

土量の算定や，草地用肥料に含まれる苦土分の評価についての

手法を考案した。今後，実証試験により証明されることが必要

であるが，この点が明らかとなれば，さらに苦土なしの炭酸カ

ルシウムや配合肥料の利用が可能になるであろう。これらの検

討により，公共事業のコスト縮減に結びつくと考えられる。

（水土の知81-3，pp.44〜45，2013）

草地整備事業，苦土（MgO），草地用肥料，苦土なし配合

肥料，反当たり必要苦土量，コスト縮減

（技術リポート：東北支部）

瀬月内川頭首工のゲート塗装工

山田 陽一・藤原 盛

瀬月内川頭首工は，岩手県北部の九戸村を流れる二級河川瀬

月内川の上流部に位置しており，県営瀬月内ダムで貯水し，そ

の下流の瀬月内川に注水した農業用水を取水するための施設と

して供用されている。用水は水田など 146haの農地で利用さ

れている。本頭首工は，築造以来 13 年が経過し，洪水吐ゲー

トなどの老朽化により維持管理に支障をきたし，早急に改修す

る必要があった。このため，平成 22 年度から基幹水利施設ス

トックマネジメント事業を導入してゲートなどの改修を進めて

いる。本報では，頭首工ゲートの塗装工に当たり，冬期の施工

時期における課題を克服するための工夫と工程短縮に取り組ん

だ事例を紹介する。

（水土の知81-3，pp.46〜47，2013）

水利構造物，気象環境，工法・施工，灌漑施設，現場報告



（技術リポート：関東支部）

埼玉県における低コスト圃場整備の実施事例

根岸喜代志・竹内 正・井野 真人

埼玉県では耕地整理事業による 10a区画の水田が全水田面

積43,700 haの 40％に当たる17,000 ha 程度残り，現在この再

整備を推進している。しかし，事業費負担や土地利用調整の難

しさが事業推進の課題となっている。こうした中，本県東部の

加須市北川辺の「柳生地区」の20haの水田において，従来の

10a区画を活用した低コスト圃場整備を実施した。畦畔除去と

簡易整地による区画の拡大，換地を伴わず農地の利用調整によ

る利用集積を特色とし，低コストかつ短期間で事業を実施し

た。本報では事業に至る経緯や工事方法などを紹介する。

（水土の知81-3，pp.48〜49，2013）

低コスト，圃場整備，10a区画，柳生地区，再整備

（技術リポート：京都支部）

耕土の浅い地域での大区画圃場整備における土量管理

神谷 光洋

本報の内容は，富山県内での経営体育成基盤整備事業土合地

区の施工事例である。本地区は昭和9年に隣接河川の庄川が決

壊して，礫質土が混入し，当時の小区画整備の営農が続いてい

たが，現在耕土の浅い地域での農用地の計画・整備として大区

画圃場整備を展開中である。施工においては，本地区内の新幹

線工事と連携しながら発生残土の有効利用を行い，また，コス

ト縮減を図るため，基盤造成と客土工事を同時施工している。

しかし，土量を扱う工事では土量管理が課題となることも多

く，今回，表土量管理の数値化を試み，施工前の表土量に対す

る剥取り後の表土量の相関について検討を行った。

（水土の知81-3，pp.50〜51，2013）

農用地計画・整備，圃場整備，土量管理，現況表土量，剥

取り表土量，表土確保率

（技術リポート：中国四国支部）

山口県のため池防災対策

阿武 良一・脇屋 和久・藤本 泰三

本県には約 1万カ所のため池があり，一定水準の整備を行っ

ているのはそのうち 2割に満たない。したがって，通常の改修

整備にとどまらず，ソフト・ハード両面から防災・減災に向け

た対策を行っている。減災対策（ソフト活動）としては，デー

タベースの整備，パトロールの実施，ハザードマップの作成な

どを行っている。また，ため池防災研究会を設置し，知見の集

積に努めている。防災対策（ハード整備）としては通常の改修

のほか，堤体を切り下げて必要以上に貯水させないようにする

事業を創設し，今年度までに約 60カ所の切下げ事業を行う予

定としている。また，耐震性の調査にも取り組んでおり，今年

度は氾濫区域に人家，公共施設がある約 3,000カ所のため池の

予備診断を行うほか，堤体規模や下流への影響度が大きい 18

カ所のため池では詳細調査を行っている。

（水土の知81-3，pp.52〜53，2013）

データベース，パトロール，ハザードマップ，切下げ，耐

震調査

（技術リポート：九州支部）

既存ストック（ため池群）を有効活用した洪水減災対策

大宅公一郎・田村 和彦

近年，局所的でかつ短時間での集中豪雨による湛水被害が各

地で頻繁に発生している。それに対して新たな施設を整備し防

災対策を講じるには，莫大な費用と長い年月が必要になってく

る。そこで，佐賀県武雄市「北方地区」をモデルとして，湛水

被害軽減を目的とした既存施設（ため池群）の有効活用につい

て検討した。その結果，1カ所のため池に洪水調節容量を集中

させるよりも，周辺ため池も含めた地域一体で洪水調節する方

が有利であることが分かった。また，空き容量を持たせたため

にかえって用水不足となった場合に備えて，上下流の用排水の

利害関係者が一つのテーブルにつき，農業用水の融通策につい

て検討した。

（水土の知81-3，pp.54〜55，2013）

ため池，空き容量，洪水減災対策，湛水被害，用水の融通，

既存ストック
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